


















































































































































































の教訓を残している。一つは KEDOが米韓日をコアにして EUほか 9か国の関与を得て一定の前
進を勝ち取ったことが、今後も考慮すべき先例と考えられる。一方、中心国の政権交代によって
合意が大きく崩れていった経過を繰り返さないための方策を考案しなければならない。




る。同年 10月、6か国は、「第 2段階の行動」に合意し、北朝鮮は「寧辺 3施設の無能力化」と「核
計画の完全かつ正確な申告」を行うことになった。前者の無能力化に関しては 2009年 4月に約
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　北朝鮮は 1998年 8月に初めての長距離弾道ミサイル・テポドン 1号を発射して以来、計 5回、
人工衛星ないし長距離弾道ミサイルを発射した。少なくとも 2009年以後の打ち上げに関しては、
公に入手できる技術的情報では人工衛星打ち上げであったとして矛盾はなく、むしろ理解しやす
い。1998年、2006年の発射も同じ試みであったと理解して合理性を失わない。もちろん、それ
らの打ち上げが弾道ミサイル発射能力の開発の意味をもつことも当然である。北朝鮮のミサイル
問題は、宇宙開発と弾道ミサイル開発の両用技術の問題として捉え、すべての国に求められる基
準から議論を整理することが必要である（4.5節）。
　国連安全保障理事会は、北朝鮮の核実験と「弾道ミサイル技術を使用した発射」に対して議長
声明や決議を繰り返してきた。核問題に関しては、1993年の北朝鮮の NPT脱退声明に端を発し
ており、ミサイル問題に関しては、1998年のテポドン 1発射を契機に始まった米朝交渉における
ミサイル実験モラトリアムに端を発している。2009年の安保理決議 1874以来、使われてきた「弾
道ミサイルの技術を使用したいかなる発射」も行わないという要求は、北朝鮮の核兵器開発とセッ
トになって生まれてきた内容であることを想起する必要がある。大量破壊兵器（とりわけ核兵器）
の問題が解決すれば、弾道ミサイル問題自体は相対的に重要ではなくなる（4.6節）。
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など事前モラトリアムが交渉に先立って合意されるべきである。事前モラトリアムには北朝
鮮に対する現行の経済措置の緩和についての措置も考慮されるべきである。（5.7節）。
● 拡大核抑止からの脱却：過渡期を過ぎて完成された非核兵器地帯は国際法によって核兵器
による攻撃や威嚇が許されない地帯となる。したがって、非核兵器地帯において非核国は
拡大核抑止力、つまり核の傘を必要としない。これは非核地帯が核兵器に依存しない協調
的安全保障の仕組みとして推奨される所以でもある。（「包括的枠組み協定」には不可侵合
意が含まれることから、非核兵器地帯は通常兵器による攻撃や威嚇も許されない地帯とな
る。また、これまでの朝鮮半島の非核化交渉の経過から、通常兵器を含む安全保証が条約
で規定される可能性もある。）しかし、非核兵器地帯によって核の傘がなくなることに対す
る不安がしばしば問題となる。違反者が現れて核攻撃やその威嚇を行ったときに無防備で
あるという懸念から不安が生まれている。実際には違反者が現れた瞬間に条約は失効し、
条約以前の状態にもどるのであって無防備になることはない。懸念を解消するために、条
約に違反が発生した時、「他の加盟国は国際法およびそれぞれの国の憲法の許す方法におい
て、違反国に対する制裁を行うことができる」と書くことも一法である（5.8節）。
外交プロセスへの展望
　近年、北東アジア非核兵器地帯に関する国連を舞台とした議論が進展している。2013年の軍縮
諮問委員会において非核兵器地帯が議題となり、北東アジア非核兵器地帯についても議論が交わ
された。その結果、透明性や信頼の醸成のための地域フォーラム開催により積極的な役割を果た
すなど、設立に向けて適切な行動を考えるよう事務総長に求める勧告が報告書に盛り込まれた。
このような勧告が出されたことは国連による関与に向けて画期的な前進である。これを受けてモ
ンゴルのエルベグドルジ大統領が、2013年 9月、国連総会ハイレベル会合において北東アジア非
核兵器地帯構想への支持と支援を表明し、信頼醸成の「北東アジアの安全保障に関するウランバー
トル対話」の開始を述べたことも、大きな前進である。1999年の国連軍縮委員会の文書に述べら
れているように、非核地帯設立のイニシャチブは地域内の国家の自由意思によるものでなくては
ならず、その意味で地域の非核兵器国である日本、あるいは韓国、あるいは両国共同の国家的イ
ニシャチブが生まれることが不可欠の前提となる（5.10節）。
　「北東アジア非核化への包括的枠組み協定」を議論する場について、あらゆる可能性を排除する
ものではないが、この議題をもって 6か国協議を再開することがもっとも適切であり、現実的で
あると考えられる。6か国協議の再開に向けて、北朝鮮、中国、ロシアは肯定的であると伝えら
れる。米国が多くの他の外交課題を抱えている中で、日本と韓国が行動すべき時である。6か国
協議への強い支持を述べた 2010年 NPT再検討会議の合意を踏まえれば、2015年再検討会議が
このような議論の方向性を確認する直近の外交の場となる。
　
　以上のような考察を踏まえて、「北東アジア非核兵器地帯設立への包括的アプローチ」に関して
次を提言する。
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ギー協力委員会」を設置する。委員会のメンバーは 6か国を超えて賛同国や国家グループ
に開かれる。モンゴルやカナダの参加が望まれる。（宣言型、具体策を委員会に委任）
（3） 北東アジア非核兵器地帯を設置するための条約の章とする。NPT加盟など非核兵器地帯
条約が備えるべき内容をすべて規定する。条約の締約国の義務の一つに、化学兵器禁止条
約の未加盟国に対する加盟義務を加える。また、宇宙条約（1967年）に従った宇宙開発
の権利を述べる。加盟国単独の制裁の制限を含むような、条約違反に対する経済制裁の条
項を設ける。（実務型）
（4） 常設の北東アジア安全保障協議会を設置する。協議会の第一義的な目的は、「包括的枠組
み協定」の確実な履行を行うことである。第二義的には、適切である場合、その他の北東
アジアの安全保障上の諸問題を協議する場として機能する。将来、より包括的な安全保障
協議の場となる余地を残す。非核兵器地帯の検証メカニズムをこの協議会の中に位置づけ
ることも可能である。協議会メンバーは 6か国を創設メンバーとすると同時に、エネルギー
協力委員会のメンバー国、及び北東アジア安全保障に協力を申し出る国や国際機関を一般
メンバーとして迎える。（実務型）
北東アジア非核兵器地帯条約
　ここで提案されている「北東アジア非核兵器地帯条約」は、以下のような地域特有の特徴を持
たせることができる。
● 構成国：前述した「スリー・プラス・スリー」（韓国、北朝鮮、日本の「地帯内国家」と米国、
中国、ロシアの「周辺核兵器国」）の 6か国条約の形が現状ではもっとも実現可能性が高いと考
えられる。しかし、一国非核地位にあるモンゴルが、非核宣言 20周年以後の外交戦略として北
東アジア非核地帯の一員となる選択をするならば、より望ましい形になると期待される（5.5節）。
● 条約発効の柔軟性：北東アジア非核兵器地帯の実現性を疑う際の根拠にしばしば地域国家
間の信頼関係の欠如が挙げられる。しかし、ブラジルとアルゼンチンの確執を乗り越えて
トラテロルコ条約の発効を導いた例からもわかるように、条約の発効システムの工夫によっ
て北東アジア非核兵器地帯の実現を促すことが可能である。たとえば発効要件を 3つの核
兵器国（米国、ロシア、中国）と 2つの非核兵器国（日本、韓国）による批准と定め、日、
韓には 3年あるいは 5年の期間に北朝鮮が条約に参加しない場合は脱退も可、といった条
件を与えることが考えられる。これによって、日本や韓国は米国以外の核兵器国の核攻撃
や威嚇を受けないという安全保証を早期に享受できる。北朝鮮に対しては、核兵器や施設
の解体義務に一定の時間的猶予を規定する条項を設けることで、米国による北朝鮮への安
全の保証が早期に実現する工夫が可能である（5.6節）。
● 交渉前における要件：すでに核爆発装置を保有している国が関与する北東アジア非核兵器地
帯条約の交渉においては、交渉が始まってからの交渉期間中において、善意の交渉を保証す
るための工夫が必要になる。たとえば、北朝鮮による核実験、核兵器関連活動などのモラト
リアム、米国、韓国、日本による朝鮮半島及び周辺における合同軍事演習のモラトリアム、
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を設置するなど、包括的な視野において朝鮮半島の非核化を論じることに関心をもってきた。また、
2010年 NPT再検討会議の最終文書において、6か国協議の再開について強い支持が表明された
ことを踏まえると、2015年再検討会議の前後において、国際社会が一致してその再開を追求すべ
きである。再開される 6か国協議は、過去に引きずられない、意欲的かつ斬新な議題をもって再
開されるべきであり、「包括的枠組み協定」はその議題にふさわしい。
提言 4
　国際的な支援が表明された今の機会をとらえて、地域の非核兵器国であ
る韓国、日本、あるいはその両国が、「北東アジア非核化への包括的枠組み
協定」を含む北東アジア非核兵器地帯設立へのイニシャチブを今こそ発揮
すべきである。
　2013年の国連軍縮諮問委員会が北東アジア非核兵器地帯の設置について国連事務総長に適切な
行動をとるよう勧告した。また、同年の核軍縮に関する国連ハイレベル会合において、モンゴル
大統領が積極的な支援表明を行った。1999年国連軍縮委員会報告に示されているように、非核兵
器地帯の推進は当事国のイニシャチブが不可欠の前提となる。
提言 5
　2015 年を契機に「北東アジア非核化への包括的枠組み協定」へのプロセ
スを開始すべきである。
　2015年は、広島・長崎の被爆 70年の節目の年であると同時に太平洋戦争終結、朝鮮半島分断
70年の年でもある。国際社会、とりわけ北東アジア諸国は、北東アジア地域の緊張緩和と正常化
を実現し、協調的地域安全保障に向かう土台として「北東アジア非核化への包括的枠組み協定」
を実現する事業に、2015年を起点として取り組むべきである。
提言 6
　日本と韓国は、北東アジア非核兵器地帯の設置を目指すことによって、
2010 年 NPT再検討会議で合意した義務を果たし、条約の信頼性の維持に
貢献すべきである。
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提‌言
提言 1
　北東アジアの非核化については、北朝鮮の非核化のみを目指すのではな
く、北東アジア非核化に密接に関係したいくつかの懸案の同時解決を目指
す「北東アジア非核化への包括的枠組み協定」の締結を目指すべきである。
　「包括的枠組み協定」には、（1）朝鮮戦争の戦争状態の終結を宣言し、締約国の相互不可侵・友
好・主権平等などを規定する宣言的条項、（2）核を含むすべての形態のエネルギーにアクセスす
る平等の権利と平和利用の担保を謳い、北東アジアの安定と朝鮮半島の平和的統一に資すること
を目的とする「北東アジアにおけるエネルギー協力委員会」を設置する宣言的条項、（3）北東ア
ジア非核兵器地帯を設置するために必要なすべての条項を備えた完全な実務的条約、（4）協定の
確実な履行を保証し、地域の他の安全保障諸課題の協議にも開かれた常設の「北東アジア安全保
障協議会」を設置する実務的条項、を含む。なお、現在に至る諸情勢の分析により、本書は北朝
鮮が適切に考慮された非核化プロセスに合意する可能性は十分にあると考える。
提言 2
　北東アジア非核兵器地帯には、通常の非核兵器地帯が備えるべき諸条項
に加えて、次のような特色を備えるべきである。
　（1）条約締約国に少なくとも 6か国協議参加の 6か国を含む。北朝鮮、韓国、日本が地理的な
非核地帯を形成し、米国、ロシア、中国は周辺核兵器国として地帯への通常兵器・核兵器を含む
安全の保証を与える、（2）化学兵器禁止条約への加盟を義務付ける、（3）宇宙条約下における宇
宙開発の権利を明記する、（4）北朝鮮には、余裕をもって定められた期間内の核爆発装置と関連
施設の解体を義務付ける、（5）発効要件の工夫によって、北朝鮮、韓国、日本それぞれの条約参
加へのインセンティブを高める（5.5節、5.6節）。
提言 3
　6か国協議を再開し「北東アジア非核化への包括的枠組み協定」に関す
る協議を行うべきである。
　6か国協議は、すでにワーキンググループ「北東アジアにおける平和・安全保障のメカニズム」
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　「核兵器のない世界」の実現を目指す 2010年合意以後の情勢においては、非核兵器国を含むす
べての締約国が「核兵器のない世界という目的に完全に合致した政策を追求する」政治的拘束力
のある義務を負っている（2010NPT再検討会議最終文書、行動計画 1）。また、核軍縮のためには、
核弾頭などハード面の削減のみならず、「軍事及び安全保障上の概念、ドクトリン、政策における
核兵器の役割と重要性」というソフト面の削減が求められた。これらの文脈において、拡大核抑
止力に依存する韓国や日本のような非核兵器国が果たすべき義務が明確になってきている。
提言 7
　関係国は、非核化プロセスが政権交代等で影響を受けないよう、独立し
た非政府機関による「北東アジア非核化専門家グループ」を組織すること
を検討すべきである。
　国家間の交渉は、他の国際的事件や国内の政治変化や政争に左右される難点がある。北東アジ
アにおける非核化交渉も例外ではなかった。その影響を最小にするための工夫が交渉過程に求め
られる。日本における自治体首長の支援に見られるような広範な市民社会の支援を継続させるこ
とが一つの有力な方法である。同時に、交渉の安定した継続に資するよう、交渉と緊密に並走し
て活動する、独立した「北東アジア非核化専門家グループ」を組織することを考慮すべきであろう。
関係国がそのような「専門家グループ」の設置に合意し、支援すべきである。
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